
愛媛県バランスシート及び行政コスト計算書の概要 

 

＜作成の目的＞ 

本県の財政事情については、これまでも予算・決算の議会への提出時や各種広報資料

等により公表してきているところであるが、県民への情報提供のさらなる充実を図るた

め、総務省から示された基準に基づきバランスシートと行政コスト計算書を作成した。 

昨年度に引き続き作成したバランスシートは、これまで不足しがちであった資産や負

債の状況を明らかにするものであるのに対し、今回初めて作成した行政コスト計算書（民

間企業の損益計算書に相当）は、人的サービス、給付サービスなど資産形成につながら

ない行政サービス提供のための費用を算出し、本県の活動実績をコスト面から把握しよ

うとするものである。 

 

＜バランスシート＞ 

１ 作成方法 

（１）対象会計  普通会計 

（２）基準日   平成１３年３月３１日 

（３）基礎数値  主として昭和４４年度以降の決算統計データ 

 

２ 概 要 

（１）資産 

資産総額は２兆５，０５６億円で、取得原価による評価を原則としている。このう

ち、９１．２％の２兆２，８４１億円が道路、橋りょう、学校、庁舎等の有形固定資

産である。 

 県民１人当たりでは、資産総額１６６万１千円、有形固定資産１５１万４千円 
 

（２）負債 

負債総額は９，７４１億円で、うち地方債残高（固定負債の「地方債」と流動負債

の「翌年度償還予定額」の合計）は７，９９１億円となっている。また、退職給与引

当金は１，７５０億円で、これは年度末に職員全員が普通退職したと仮定した場合の

退職手当の要支給額を計上した。 

県民１人当たりでは、負債総額６４万６千円、地方債残高５３万円 
 

（３）正味資産 

資産合計から負債合計を差し引いた正味資産は、１兆５，３１５億円となっている。 
 

（４）有形固定資産形成の財源構成 

有形固定資産合計２兆２，８４１億円に対し、地方債残高は７，９９１億円で、有

形固定資産の約３分の１は将来世代の負担で形成し、残りを国と現役世代で負担して

いることになる。ただし、国庫支出金の財源には国債が充てられている部分があるた

め、実質的な世代間の負担区分の把握は困難である。 



 

 

 

＜行政コスト計算書＞ 

１ 作成方法 

（１）対象会計  普通会計 

（２）対象コスト 平成１２年度の行政サービスに要した費用 

（資産形成につながる支出を除いた現金支出に、減価償却費、不納欠損

額、退職給与引当金等の非現金支出を加えた額） 

（３）基礎数値  主として平成１２年度決算統計データ 

 

２ 概 要 

（１）行政コスト 

コスト総額は５，４１６億円で、うち人件費等の人にかかるコストが２，００６億

円（３７．０％）、物件費等の物にかかるコストが１，４２９億円（２６．４％）、扶

助費等の移転支出的なコストが１，６８１億円（３１．０％）となっている。 

また、行政目的別経費をみると、教育費の１，５１９億円（２８．０％）、土木費の

１，２１１億円（２２．３％）などがコストの大きい分野となっている。 

 県民１人当たりでは、コスト総額３５８，９６２円 

 

（２）収入項目 

収入のうち、使用料・手数料等（分担金及び負担金、使用料、手数料、財産収入、

寄附金、繰入金、諸収入の合計額）が３１２億円、国庫支出金（資産形成に資するも

のを除く。）が９５５億円、一般財源（地方税、地方譲与税、地方特例交付金、地方交

付税、交通安全対策特別交付金の合計額）が３，８６３億円となっており、行政コス

ト総額に対する割合は、使用料・手数料等が５．８％、国庫支出金が１７．６％、一

般財源が７１．３％となっている。 

 

（３）経年比較（平成１０年度～１２年度） 

行政コストの経年変化をみると、人件費等の人にかかるコストの伸びが抑えられて

いるにもかかわらず、物にかかるコストや移転支出的なコストが増加していることか

ら、コスト全体としては増加傾向にある。 

 

 

 

 

 

 


